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目的　本研究は， 4 ～ 6 歳の幼児を持つ養育者を対象に，食行動の問題をもつ子どもの養育環境に
ついて検討することを目的とした。

方法　対象者は，Ａ県 2 市において研究協力の同意が得られた保育所，幼稚園に通う 4 ～ 6 歳の子
ども1,678人の養育者とした。協力機関を通じて養育者に無記名自記式質問紙を配布し，回収
は，各協力機関に設置した回収箱および郵送とした。調査は845人から回答が得られ（回収率
50.4％），その内，有効回答数は766人（有効回答率45.6％）であった。調査項目は，①子ども
の基本属性，②養育者による食行動評価，および③育児環境指標（Index of Child Care 
Environment；ICCE）であった。統計解析は，χ2検定，Fisherの直接確率検定，因子分析お
よびｔ検定を行った。食行動の問題については，養育者による食行動評価を因子分析により 3
因子が抽出された。分析には，食行動問題の 3 因子「偏食と食事中の行動」「食事環境への固
執性」「食べ方の特徴」の個人の因子得点を用いて食行動問題のタイプ分類し，育児環境指標
（ICCE）の 4 つのサブカテゴリー別に平均値を比較した。

結果　食行動の問題の第Ⅱ因子「食事環境への固執性」については，問題のない児（タイプ 1 ）と
問題のある児（タイプ 2 ）のいずれかに明確に分かれることが示された。第Ⅱ因子タイプ別 2
群で属性を比較したところ，タイプ 2 において母子・父子家庭などのひとり親家庭の割合が有
意に高かった（ｐ＜0.05）。次に，第Ⅱ因子タイプ別 2 群でICCEの各カテゴリーのスコアを比
較すると，タイプ 2 において統制的で罰の頻度が高いことが明らかとなった（ｐ＜0.05）。

結論　養育として「制限や罰」を用いることとひとり親家庭は，食行動の上で負の影響を与えてい
ることが明らかとなった。子どもの食行動の問題への支援には養育環境も視野に入れ，対応し
ていく必要性が示唆された。

キーワード　幼児，食行動の問題，養育環境，ひとり親家庭，制限や罰

Ⅰ　緒　　　言

　幼児期の子どもをもつ養育者において，食行
動の問題は身近な問題であり，この時期の主要
な困りごとのひとつである1）。幼児期は家庭で
過ごす時間も多く，養育環境としての家庭の役
割は大きい。しかし，近年の家族の多様化や食

の外食化など家庭における食事時間のあり方も
さまざまであり2）3），養育者の役割と合わせて
養育環境について再考していく必要がある。そ
こで，志澤らは，幼児を持つ養育者を対象に質
問紙調査を実施し，子どもの食行動の問題と養
育者のかかわりなど子どもをとりまく養育環境
との関連について検討した4）。食行動の問題に

幼児の食行動問題のタイプ別からみた養育環境の検討
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ついては，因子分析によって 3 因子が抽出され
た。食の問題行動の 3 因子「偏食と食事中の行
動」「食事環境への固執性」，および「食べ方の
特徴」を用いて育児環境指標（Index of Child 
Care Environment；ICCE）の各13項目につい
て性別を共変量として共分散分析を行ったとこ
ろ，ICCEの項目うち，「家族で食事する機会」
のみが 3 因子いずれとも関連が認められ，家族
で共に食事する頻度が低いと食行動の問題が表
出していた。また，第Ⅱ因子「食事環境への固
執性」と第Ⅲ因子「食べ方の特徴」では性別と
の交互作用が認められ，男児にのみ食行動に問
題が出ることが明らかとなった。その他にも
「一週間のうちに子どもをたたく頻度」や「育
児支援者の有無」などの養育環境についても食
行動の問題への影響が認められた。このことか
ら，幼児期の食行動について支援する際には，
子どもの食行動だけでなく家族での共食頻度，
養育者の養育態度について留意することが示さ
れた。また，養育者への支援状況や精神的状態
などにも配慮する必要性が示唆された。この研
究では，子どもの食行動の問題の実態と，その
要因となる養育環境として，家族との日常のか
かわりの大切さが子どもの食行動と関連してい
ることを指摘することができたが，個人内の問

題の程度までは検討することができていなかっ
た。子どもによっては様々な食行動の問題を重
複してもっていることが指摘されている5）が，
それぞれの子どもが持つ食行動の問題を分類す
ることによって，それぞれのタイプの背景にあ
る養育環境を把握することができるのではない
かと考えた。そこで本研究では，さらに各個人
の因子得点から食行動の問題のタイプ分類を行
い，気になる食行動の問題をもつ子どもたちの
養育環境による影響を解明することを目的とし，
分析を行った。

Ⅱ　方　　　法

（ 1）　調査方法
　本調査は，2014年10月から12月に実施され，
調査対象は，食行動の発達を検討する上で食事
を介助する者の影響が少なくなり，自分で食べ
ることが可能となる 4 歳以降を対象とした。研
究協力施設は，Ａ県 2 市において研究主旨と協
力内容について口頭と文章で説明した上で研究
協力の承諾が得られた保育所，幼稚園等27施設
で実施した。 4 ～ 6 歳の子ども1,678人の養育
者に対し，各施設を通じて説明書，無記名自記
式質問紙，回収用封筒一式の入った封筒を配布

し，養育者は調査票を記入
後，回収用の封筒に封入し，
協力機関に設置した回収箱
に投函，もしくは郵送で提
出した。調査協力が得られ
た845人（回収率50.4％）
のうち欠損項目があった79
人を除外した766人（男児
421人，女児345人）を分析
対象とした（有効回答率
45.6％）。

（ 2）　調査項目
　1）　基本属性
　子どもの性別と年齢，所
属施設，家族構成，母親の
就労の有無について回答を

表 1　食行動の問題の因子分析による因子負荷量
第Ⅰ因子 第Ⅱ因子 第Ⅲ因子

偏食と食事中
の行動

食事環境への
固執性

食べ方の
特徴

11 いつも同じ食べ物を食べたがる 0.599
13 自宅では食べないが，通園では食べる，あるいはその逆 0.599
8 特定の調理法の食べ物を好む 0.543
1 特定の食べ物を食べたがらない（偏食） 0.505
14 決まった時間に食べられない 0.396
6 じっと座っていられない，立ち歩く，気が散る 0.393
5 いつまでも口にためて，なかなか飲み込まない 0.326
7 水分ばかり摂り，固形食をあまり食べない 0.320
16 食事中おしゃべりが多く，なかなか進まない 0.270
15 食事中よく泣いたり叫んだりする 0.162
10 いつもと違う人がいると食べない 0.892
9 いつもと違う場所だと食べない 0.611
12 食器（皿，コップ，フォークなど）が違うと食べない 0.224
4 よく噛まないで飲み込む，時々つまりそうになる 0.668
3 口にいっぱい詰め込んでしまう 0.533
18 一度食べたものを口から出す 0.264
2 スプーン，フォークや箸がうまく使えない 0.219
17 食事時間中，攻撃的である 0.168

［因子間相関］　　第Ⅰ因子 0.168 0.198
　　　　　　　　第Ⅱ因子 0.015

注　因子分析（最尤法，プロマックス回転）
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得た。
2）　子どもの食行動評価

　子どもの食行動については，
Lukens ら6） の The Brief Autism 
Mealtime Behavior Inventory
（BAMBI）を参考に，本調査用に
新たに作成した18項目を用いた。
回答は，「はい」「いいえ」の 2 択
で得た。先行研究4）において，こ
の18項目について因子分析（最尤
法，プロマックス回転）を行い，
3 因子が抽出された（表 1）。第
Ⅰ因子は，偏食や特定の調理法，じっと座って
いられないなどの「偏食と食事中の行動」，第
Ⅱ因子は，食事を共にする人や場所，食具への
こだわりなどの「食事環境への固執性」，およ
び第Ⅲ因子は，よく噛まない，口にため込むな
どの「食べ方の特徴」が含まれた。また，これ
らの結果から算出された個人の因子得点を本研
究の分析に用いた。
3）　養育環境に関連する指標

　子どもの養育環境についても，先行研究4）同
様，安梅らが開発した育児環境指標（Index of 
Child Care Environment；ICCE）7）を用いた。
ICCEは， 4 領域（人的かかわり，制限や罰の
回避，社会的かかわり，社会的サポート），13
項目が設定されている。「人的かかわり」は子
どもと一緒に遊ぶ，歌を歌う，ならびに家族で
食事をする機会などが含まれる。「制限や罰の
回避」は，子どもの失敗への対応や子どもをた
たく頻度，「社会的かかわり」は，子どもと共
に買い物や公園などに行く機会が含まれる。
「社会的サポート」は，育児支援者や相談者の
有無が含まれる。各項目は，先行研究に基づ
き7），育児支援者および育児相談者の有無につ
いては「はい」「いいえ」で回答とし，この 2
項目以外の11項目については，かかわり頻度に
よって「めったにない」もしくは「いない」
（ 1 ）から「ほぼ毎日」（ 5 ）の 5 段階で評価
してもらった。先行研究の定義7）に従い，サブ
カテゴリー，総得点をそれぞれ算出した。得点
が高いほど，養育環境の評価が良好であること

を示す。

（ 4）　統計解析
　食行動の問題の因子分析後の個人の因子得点
を，第Ⅰ因子と第Ⅱ因子，および第Ⅰ因子と第

図 1　ａ，ｂ食行動の問題の個人の因子得点
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注　●：第Ⅱ因子タイプ 1 ，○：第Ⅱ因子タイプ 2 ，◇：第Ⅱ因子タイプ 1 のうち，第
Ⅲ因子の得点が特に高い対象児。

表 2　対象者の属性（Ｎ＝766）
（単位　人）

総数
（Ｎ＝766）

因子Ⅱ
タイプ 1

（Ｎ＝743）

因子Ⅱ
タイプ 2

（Ｎ＝23）
χ2

検定
p 値

Ｎ（％） Ｎ（％） Ｎ（％）
性別
　男児 421（55.0） 408（54.9） 13（56.5） 1.000
　女児 345（45.0） 335（45.1） 10（43.5）
年齢1）

　 4 歳 147（19.2） 143（19.2） 4（17.4） 0.565
　 5 歳 381（49.7） 367（49.4） 14（60.9）
　 6 歳 238（31.1） 233（31.4） 5（21.7）
母親年齢
　20-29歳 69（ 9.0） 64（ 8.6） 5（21.7） 0.067
　30-39歳 474（61.9） 460（61.9） 14（60.9）
　40歳以上 217（28.3） 213（28.7） 4（17.4）
　不明 6（ 0.8） 6（ 0.8） -（  -  ）
父親年齢1）

　20-29歳 33（ 4.3） 31（ 4.2） 2（ 8.7） 0.118
　30-39歳 387（50.5） 376（50.6） 11（47.8）
　40歳以上 267（34.9） 264（35.5） 3（13.0）
　不明 79（10.3） 72（ 9.7） 7（30.4）
家族構成
　核家族 591（77.2） 577（77.7） 14（60.9） 0.075
　祖父母同居 175（22.8） 166（22.3） 9（39.1）
　（再）母子・父子家庭，他 83（ 8.0） 76（10.2） 7（30.4） 0.007
　きょうだい：あり 623（81.3） 605（81.4） 18（78.3） 0.785
　　　　　　：なし 143（18.7） 138（18.6） 5（21.7）
所属施設1）

　保育園 631（82.4） 134（18.0） 1（ 4.3） 0.101
　幼稚園 135（17.6） 609（82.0） 22（95.7）
母親の職業
　有職 595（77.7） 581（78.2） 14（60.9） 0.071
　無職 171（22.3） 162（21.8） 9（39.1）
注　1）　Fisherの直接確率検定
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Ⅲ因子をプロットし，食行動の問題の個人因子
得点パターンを分類した（図 1）。 2 群比較に
は，χ2検定およびFisherの直接確率検定，お
よび平均値比較にはｔ検定を用いた。すべての
統計解析には，IBM SPSS Statistics 24（日本
アイ・ビー・エム（株））を使用し，有意水準を
5 ％未満とした。

（ 5）　倫理的配慮
　養育者には書面にて研究の目的と方法，研究
への参加は任意であり，参加しなくても不利益
は生じないこと，および調査は匿名性を保持し，
データは統計処理するため個人を特定すること
はできないことを説明し，回答があったものを
研究同意とした。本研究は，京都大学大学院医
学研究科・医学部および医学部付属病院医の倫
理委員会の承認を得て実施した（2014年10月16
日付E2358）。

Ⅲ　結　　　果

　対象児の年齢は， 5 歳児が381人（49.7％）
と最も多かった（表 2）。母親の年齢は30歳代
が474人（61.9％）と最も多く，父親の年齢も同
様に30歳代が387人（50.5％）と多かった。家
族形態では，核家族が591人（77.2％）であっ
た。また，核家族の内，母子・父子家庭等は83
人（8.0％）であった。きょうだいの有無は，
きょうだいありが623人（81.3％）であった。
　先行研究4）による因子分析の各因子から食行
動の問題の因子得点の個人間のばらつき度合い
について検討したところ，第Ⅰ因子と第Ⅲ因子
は特定のタイプには分かれずに一様に拡がる分
布を示した（第Ⅰ因子：図1a，1bの横軸，第Ⅲ
因子：図1bの縦軸）。対して，第Ⅱ因子は 0 か
ら 1 付近になる対象児（タイプ 1 ）と， 4 以上
になる対象児（タイプ 2 ）との 2 つのタイプに
明確に分かれた（図1aの縦軸）。すなわち，第
Ⅰ因子「偏食と食事中の行動」と第Ⅲ因子「食
べ方の特徴」は問題の強弱においてそれぞれの
個人の量的な差として認められたが，第Ⅱ因子
「食事環境への固執性」については，問題のな

い児（タイプ 1 ）と問題のある児（タイプ 2 ）
のいずれかに明確に分かれることが示された。
また，タイプ 1 の中に第Ⅰ因子と第Ⅲ因子の値
が特別に高いという特徴的な子どもが 1 人いた。
以下では，このように食行動の問題の内，第Ⅱ
因子「食事環境への固執性」が明確なタイプ分
けがされた背景について探るために，子どもの
基本属性と育児環境指標について第Ⅱ因子のタ
イプ 1 とタイプ 2 の 2 群に分けて比較した。
　第Ⅱ因子タイプ別 2 群で属性を比較したとこ
ろ，第Ⅱ因子タイプ 1 と比較してタイプ 2 （問
題のある児）でひとり親の家庭が多いことが明
らかとなり（ｐ＜0.05），それ以外の属性では
有意な差は認められなかった（表 2）。
　次に，第Ⅱ因子タイプ別でICCEの各カテゴ
リーについてスコアを比較すると，タイプ 2 の
方が「制限や罰の回避」のスコアが低く，統制
的で罰の頻度が高いことが明らかとなった（ｐ
＜0.05）（表 3）。また，第Ⅰ因子と第Ⅲ因子高
タイプの子ども 1 人の養育環境は，ICCE合計
得点は12点であり，サブカテゴリーにおいても
特徴的なものは認められなかった。

Ⅲ　考　　　察

　幼児期の子どもの食行動は多様な要因から影
響を受けており，多角的な視点で捉える必要が
ある8）。その中でも，家庭環境は大切であり，
特に養育者のかかわりについて配慮していく必
要がある。本研究において，子どもの食行動の
問題について分類したところ，第Ⅱ因子の特徴
的な食行動がある子どもたちとない子どもたち

表 3　食行動タイプ別ICCE得点の平均値の比較
第Ⅱ因子
タイプ 1

（Ｎ＝743）
平均値（SD）

第Ⅱ因子
タイプ 2

（Ｎ＝23）
平均値（SD）

ｔ値 ｐ値

ICCE
　合計 11.48（1.49） 11.04（1.85） -1.36 0.174
　人的かかわり 4.51（0.77） 4.39（0.84） -0.74 0.459
　制限や罰の回避 1.59（0.55） 1.26（0.62） -2.82 0.005＊
　社会的かかわり 2.50（0.67） 2.61（0.58） 0.75 0.452
　社会的サポート 2.87（0.42） 2.78（0.52） -1.04 0.301
注　1）　＊ｐ＜0.05，ｔ検定
　　2）　育児環境指標：Index of Child Care Environment
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がいることが確認できた。第Ⅱ因子は，「いつ
もと違う人（もしくは場所，食器）と食べな
い」など固執性があることを示している。
　第Ⅱ因子タイプ 2 における養育環境として，
年齢，性別，母親の就労，子どもの所属施設で
は特に有意差は認められなかったが，母子・父
子家庭である場合において有意差が認められた。
このことは，ひとり親家庭における家族機能の
特徴が関連していると考えられる。ひとり親家
庭の場合，ふたり親家庭よりも育児支援の充足
度が低いことが指摘されている9）。また，ふた
り親の場合は，母性と父性を分担し，親同士の
協力によって乗り切ることが可能であるが，ひ
とり親家庭はひとりで子どもと向き合うことと
なる10）。このため，「しつけ」としてかかわる
上で，子どもと衝突が生じた時にそれぞれが緩
衝材としての役割を担いながらかかわることが
できるふたり親家庭よりも一貫性を保つかかわ
りを維持するのが難しいのではないかと考えら
れた。
　また，「制限や罰の回避」とは，子どもの失
敗への対応や体罰の有無を反映している指標で
ある。したがって，食行動の問題の中でも，い
つもと違う場や人への適応性が低く，偏食など
がみられるような行動を持つ子どもの背景に，
日常生活の中で養育者から制限されるような対
応を受けている可能性が示唆された。体罰や一
貫性のないかかわりは他者への攻撃性や，社会
性や情緒面の発達だけでなく自律性や精神的健
康への影響11）12）が報告されている。このことか
ら，しつけの中での体罰であったとしても，子
どもの食行動に一定の負の影響を与えているこ
とが考えられる。
　幼児を取り巻く環境は変化しており，家族形
態は多様化している中，母子・父子家庭のよう
なひとり親家庭への支援ニードが高まっている
が，支援や対応が十分とは言えない13）。今回は
ひとり親であるか否かで食行動の問題に影響が
異なることが示されたが，この結果は多角的に
解釈する必要があると思われる。先行研究によ
ると，配偶者がいるのに充足度が低くなる場合
とは異なり，不在のため未充足になる場合にお

いては，その重要度も異なることが指摘されて
いる14）15）。したがって，養育者が配偶者の役割
を求めているのかなども捉えながら，支援を検
討することが求められる。さらに，子どものし
つけに関しては，養育者の認識には個人差があ
り，状況や場面によっては体罰，お仕置きにつ
いて必要であると考えている養育者が多いこと
が指摘されている16）。このため，養育者のしつ
けの捉えかたやかかわり方を確認しながら，子
どもの食行動への支援について養育者と対話し
ていく必要があると思われる。
　また，第Ⅰ因子と第Ⅲ因子高タイプの子ども
1 人については，養育環境は良好であった。食
行動の発達に影響する要因は多様であることか
ら，このケースに関しては養育環境以外の要因
の検討が必要であると考える。今回，食行動に
影響する子ども側の要因である感覚特性などは
分析に用いていなかったため要因の解明はでき
なかったが，際立って食行動の問題の特徴をも
つ子どもに対しては，多角的なアセスメントを
用いて詳細にアセスメントすることが求められ
る。
　本研究の限界として，横断調査のため，因果
関係までは特定できない。さらに特定の地域と
施設を対象とした調査のため，今回の結果を一
般化するには限界がある。食行動は，個人要因
と環境要因の複合的なかかわりの中で発達して
いくため，多角的な視点で，縦断的に観察，検
討していくことが今後の課題である。
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